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地域別将来推計人口のGIS への投影
―北海道・札幌市の人口減少，その未来への対応 その⚒―
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抄録：本研究では，社会経済要因や政策的要因の影響も扱えるシステム・ダイナミック・モ
デルを開発し，マクロレベルのシミュレーション結果を小地域に分解し，GIS(地理情報シス
テム)に投影することで，地方創生の人口ビジョンや総合戦略の目標や成果を地理的に「見え
る化」することを目指している．前稿(原 2017)のシェア・トレンド法では，基準年次の人口
シェアを一定または一定の傾向で変化すると仮定したが，ここでは，人口に代わり基準年次
間のコーホート変動数のシェアを使う，コーホート変動数シェア・トレンド法を開発し，札
幌市 10 区を対象に，2005-2010 年の国勢調査間，2010-2015 年の国勢調査間と 2015-2020 年
の地域人口推計間の，小地域のコーホート変動数をGIS で地図化した．その結果，進学期で
は高校・大学などの教育機関に隣接する小地域で他地域からの転入超過が確認できた．また
就職期では同じ地域で進学期とは逆に転出超過が，また地下鉄沿線に沿った商業・オフィス・
集合住宅地域では転入超過が示された．さらに高齢期では周辺部の一部の地域で病院・介護
施設との関連が推測される転入超過が見られる一方，一戸建て住宅地域では高齢者の減少傾
向が，また市の中心部では高齢者人口の移動が小さいことが確認された．シミュレーション
結果をGIS に分解・投影する際に，市や区レベルのマクロな変化と地理的分布の変化をつな
ぐ上で重要な知見が得られた．
キーワード：システム・ダイナミック・モデル，GIS(地理情報システム)，地方創生，人口ビ
ジョン，シェア・トレンド法，地域人口推計
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Abstract: This study aims to develop a system dynamic model which is able to simulate a
regional population with changing conditions, such as socio-economic factors and policy
measures, to break down the results for small areas and to display them by linking to the GIS
(Geographic Information System). It will be possible to visualize the outcomes of “Chiho Sousei
(Regional Revitalization Policy ) ” geographically. We developed the new method to break
down the results for small areas utilizing the Cohort Change Share-Trend method, which is
more sensitive to migration than the former Share-Trend method. Using census data from
Sapporo City from 2010 to 2015, we analyzed the cohort change shares of a small area
population to the total population and displayed them by linking to the GIS. Based on the new
method, we broke down the results of the regional population projections of Japan 2010-2040
(NIPSSR 2013), for ten districts of Sapporo City into small areas from 2015 to 2020, and
displayed them by linking to the GIS. Some important findings are: 1) regarding enrollment
⚑．緒言
⚑)研究の背景と目的
北海道の総人口は 1997 年の 570 万人をピーク
に減少に転じ1)，2015 年の国勢調査では 538 万人
となり，前回(2010 年)国勢調査の 550 万人から
12 万⚕千人近く減少2)，全国都道府県中，最大の
減少数を記録した．一方，札幌市の人口は，依然，
増加を続けているが，自然動態は 2010 年からマ
イナスに転じており，社会動態のプラスが小さく
なる(道内他地域からの転入超過の縮小，道外へ
の転出超過の継続)傾向が続けば，遠からず人口
減少に入るものと思われる(国立社会保障・人口
問題研究所 2013)3)．このような状況を背景に，本
研究は，日本学術振興会科学研究費・基盤研究(C)
(15K03849)を受け，北海道と札幌市を対象に，⚑)
地域人口の減少過程の基本的メカニズムの解明，
⚒)人口学的要因(出生・死亡・移動)と社会・経済・
生活基盤にもたらす影響を把握・分析・予測，⚓)
社会経済要因や政策的要因の影響も扱えるシステ
ム・ダイナミック・モデル(System Dynamic
Model)の開発を行うとともに，予見される問題
への政策的対応を検討することを目的としてい
る．
⚒)地域別将来推計人口のGIS への投影
2015 年の国勢調査の結果によれば，日本全体の
総人口は前回 2010 年から 96 万 2607 人減少
(0.8％減，年平均 0.15％減)，全国都道府県では
39 道府県，全国市町村では 1,419 市町村(82.5％)
で人口が減少している2)．このような本格的な人
口減少社会の到来に対し，政府は 2014 年 12 月に
「まち・ひと・しごと創生法」を施行し，2015 年に
は，全国の自治体で「地方人口ビジョン」・「地方
版総合戦略」の策定が進められ，北海道，札幌市
においても「人口ビジョン」「総合戦略」が策定さ
れた．しかし，そこで策定された人口ビジョンや
総合戦略の指標は，自治体全体の平均値や個々の
プロジェクトの目標値に過ぎず，政策の実施によ
り，対象自治体のどの地域がどのように変化して
行くのかという地理情報は含まれていない．この
ため地元住民の関心に十分に応えるものにはなら
なかった．
そこで，本研究では，全国各自治体が地方創生・
人口ビジョン策定にあたり参考とした国立社会保
障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人
口(平成 25 年⚓月推計)」(以下，社人研地域推計
と略記)の結果を，市区町村単位から小地域単位
に分解し，GIS(地理情報システム：以下，GIS)に
投影する方法を検討・開発する．前稿(原 2017)4)
では，その第⚑歩として，札幌市の将来推計人口
を小地区に落とし，GIS で地図化する方法の検討
とその結果について考察し報告した．本稿では，
その続きとして，この間に公表された 2015 年の
国勢調査結果のGIS データを利用し，地域別将来
推計人口を小地区に分解し投影する方法に，さら
に改良を加えた結果を報告する(1)．
⚒．研究方法
⚑)シェア・トレンド法の問題点
前稿(原 2017)では，基準年となる 2010 年の国
勢調査結果とGIS データをもとに，社人研地域推
計値をシェア・トレンド法により，札幌市の各区
ごとに小地域に分解しGIS に投影し地図化した．
具体的には 2010 年の国勢調査結果を用いて，札
幌市の各区の性・年齢⚕歳階級別人口と，各区の
小地域ごとに集計されたGIS データの性・年齢⚕
歳階級別人口を用い，性・年齢⚕歳階級別に，区
全体の値に占める小地域人口の割合(以下，小地
域シェア)を求め，この値を用い 2015 年から 2040
年まで⚕年ごとに，社人研地域推計の推計結果の
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age, the small areas neighboring high schools, colleges and universities show net in-migration
excesses. 2) Regarding employment age, the same small areas neighboring schools show net
out-migration excesses, and the small areas along the subway lines indicate net in-migration
excesses. 3) Regarding retirement age, the small areas with nursing homes and hospitals
present strong net in-migration excesses and the ones with single family dwelling shows net
out-migration excesses.
Keywords: System dynamic model, GIS (Geographic Information System ), Chihou Sousei
(Regional Revitalization Policy), Population Vision, Share-Trend method, Regional population
projection
各区の人口を，各小地域人口に割り戻した(分解
した)．そして，そのようにして得られた各区の
小地域の性・年齢⚕歳階級別推計人口から，各小
地域の人口指標(年少人口割合，生産年齢人口割
合，老年人口割合，後期高齢者人口割合，女子 20-
39 歳人口割合)を計算し，GIS に投影し地図化し
た．この方法は，エリア内の人口に占める小地域
の人口シェアを求め，この分布が一定または一定
の傾向(トレンド)で変化すると仮定し推計するも
ので，シェア・トレンド法と名付けた．
この際，元の社人研地域推計で使用されている
コーホート・センサス間変動率法で，各区の小地
域単位の性・年齢⚕歳階級別人口の推計を行うこ
とも検討したが，①小地域では性・年齢階級別人
口が⚐人となることもあり，その場合の計算処理
が困難である，②人口規模が小さい程，推計値は
不安定となる，③再集計した場合に，区全体の値
(元の社人研地域推計)と整合性が取れないなどの
理由から採用しなかった．
しかし，前稿(原 2017)で指摘したように，小地
域の男女・年齢⚕歳階級別人口シェアについて，
各年次間の相関(同年齢階層，同年齢コーホート)
を求めたところ，①移動の少ない性・年齢階級グ
ループでは，⚕年前の同年齢階層より，⚕歳年下
の年齢階層(同年齢コーホート)との相関の方が
r＝0.97 以上の高い値となることがわかった．つ
まり，移動が少ない地域的に安定的な年齢階層で
は，同一地区の人口シェアが加齢とともにシフト
する可能性が高く，⚕歳年下の人口シェアを用い
て推計する方が精度が高くなる．一方，移動可能
性の高い若年人口や，加齢により死亡で大きく減
少する高齢人口では，⚕歳年下の年齢階層(同年
齢コーホート)より，同年齢階層との相関の方が
高い．つまり，商業地区や大学などの教育関係施
設のある地区，病院，介護養護施設など多い地区
では，進学・就職や入退院などを通じ，特定の年
齢グループが，毎年，入れ替わる可能性があり，
その動きが反映されるものと思われる．このた
め，技術的な解決策として，年齢グループごとに
参照する人口シェアを，⚕年前(基準年)の同年齢
階層か同年齢コーホートのものと切り替えて計算
するなどの，プログラム上の工夫が必要であるこ
とがわかった．
⚒)コーホート変動数の利用
そこで，性・年齢階級別人口ではなく，⚕年前
の同年齢階層との変動数(コーホート変動数)を分
解・投影する方法を考えた．つまりコーホート・
センサス間変動率法と同じように，同年(または
同期間)に出生した集団(コーホート)の変動数に
着目する．
たとえば，2010 年の男子 15-19 歳人口は，加齢
により 2015 年には男子 20-24 歳人口になる．そ
の際，コーホート変動数(増減数)は，⚕年間の純
移動数(転入数－転出数)から死亡数を差し引いた
ものとなる．
①コーホート変動数(増減数)＝男子(20-24 歳，
2015 年)－男子(15-19 歳，2010 年)
②コーホート変動数＝純移動数－死亡数
死亡数は年齢階級別生残率で決まるが，災害な
ど特別な事情がない限り，この値は安定的してお
り死亡数の変動は小さく，コーホート変動数≒純
移動数と考えて良い(2)．
つまり，たとえば札幌市の各区について，性・
年齢別コーホート変動数を求めれば，
①性・年齢別コーホート変動数＞0：転入超過
②性・年齢別コーホート変動数＝0：転入出均衡
(あるいはともに⚐)(3)
③性・年齢別コーホート変動数＜0：転出超過
となり，各区の性・年齢別人口の純移動傾向を明
らかにできる．
さらに国勢調査の小地域データを使い，たとえ
ば札幌市の各区ごとに，それぞれの小地域で同様
の計算を行い，その結果をGIS で地図化すれば，
札幌市の各区の小地域について性・年齢別のコー
ホート変動数≒純移動数が求められる．この結果
を①転入超過⇒②転入出均衡⇒③転出超過という
形で，増減数の大きさに応じ，彩色することによ
り人口移動数の地理的分布が得られる．
⚓)コーホート変動数の小地域シェア
ここで各区の性・年齢別コーホート変動数と各
小地域の性・年齢別コーホート変動数の関係を見
ると，
①各区の性・年齢別コーホート変動数＝Σ小地域
の性・年齢別コーホート変動数
となるが，各区の変動数は，転入超過の小地域
(＞0)，転入出均衡の小地域(＝0)，転出超過の小
地域(＜0)の値が相殺された合計値である．従っ
て，
②区の性・年齢別コーホート変動数＝区の性・年
齢別コーホート変動数の純増分－区の性・年齢別
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コーホート変動数の純減分＝Σ転入超過の小地域
の純増分－Σ転出超過の小地域の純減分
となるが，区の純増分と純減分は，それぞれの小
地域の純増分と純減分の合計となる．
③区の性・年齢別コーホート変動数の純増分＝Σ
転入超過の小地域の純増分
④区の性・年齢別コーホート変動数の純減分＝Σ
転出超過の小地域の純減分
このことから，純増と純減に分けて，小地域シェ
アを計算できる．
⑤純増地域の小地域シェア＝転入超過の小地域の
値÷区の性・年齢別コーホート変動数の純増分
⑥純減地域の小地域シェア＝転出超過の小地域の
値÷区の性・年齢別コーホート変動数の純減分
⚔)コーホート変動数シェア・トレンド法
前稿(原 2017)のシェア・トレンド法では，基準
年次の，エリア(区)内の人口に占める小地域の人
口シェアを求め，この分布が一定または一定の傾
向で変化すると仮定し推計したが，小地域の人口
ではなく，小地域のコーホート変動数のシェアを
求め，この分布が一定または一定の傾向(トレン
ド)で変化すると仮定し，将来推計値を割り振る
ことが考えられる．そこで両者を区別するため，
前者を人口シェア・トレンド法，後者をコーホー
ト変動数シェア・トレンド法と呼ぶことにする．
前者では，人口移動の少ない地域と多い地域に
ついては年齢グループごとに参照する人口シェア
を，⚕年前の同年齢階層か同年齢コーホートのも
のと切り替えて計算することが必要となる．また
基本的にある年次の人口シェアの分布は変わらな
いと考えるため，人口移動に対する感度が弱くな
る．
これに対し，後者では，コーホート変動数は，
純増地域の小地域シェアと純減地域の小地域シェ
アにより一律に計算されるため，複雑な切り替え
操作は不要となる．また推計される人口は，⚕年
前のコーホート人口にコーホート変動数を加える
だけであり，基本的な誤差は人口移動部分に限定
されるというメリットが生じる．
⚕)計算方法
(1) 2010-2015 年小地域コーホート変動数シェア
実際の計算は札幌市 10 区全体で行ったが，こ
こでは南区を例に計算方法を示す．
南区の i 地区について，国勢調査 2010 年と
2015 年の小地域データから男子 m・年齢⚕歳階
級別人口 P の小地域コーホート変動数 C を以下
の式で算定する．同様の計算を女子 f，さらに全
地区で行う(4)．さらに純増＋と純減－に分けて，
小地域コーホート変動数シェア CS を以下の式で
算定する．同様の計算を女子 f，全地区で行う．
①小地域コーホート変動数C
⇩
②小地域コーホート変動数シェアCS
⇩
(2) 社人研人口推計の投影
社人研人口推計(2013)の結果表3) は，札幌市の
10 区(中央区・豊平区・北区・清田区・東区・南
区・白石区・西区・厚別区・手稲区)ごとに，男女
計，男子，女子の⚓つの表からなり，各表には
2010 年から 2040 年まで，⚕年毎の年齢⚕歳階級
別の人口が掲載されている．たとえば，2015 年か
ら 2020 年までの南区の男子のコーホート変動数
Cの推計値は以下の式で算定する．同様の計算を
女子 f で行う(5)．
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①南区の男子のコーホート変動数Cの推計値
⇩
このようにして得られた各区ごとの性・年齢⚕
歳階級別コーホート変動数の社人研推計値と，国
勢調査結果のコーホート変動数との差分を求め，
これを⚒で割り，国勢調査結果の小地域の純増合
計と純減合計に加え，純増数と純減数に分解する．
ここでは基準年の実測値と推計値の差が純増，純
減のいずれによるものかは不明のため，差分を⚒
で割り，小地域の純増，純減に加える．
②純増数と純減数への分解
⇩
純増と純減に分解された各区ごとの性・年齢⚕
歳階級別コーホート変動数の推計値に，小地域
コーホート変動数シェアCS(純増と純減)を乗じ，
各区の小地域ごとの性・年齢⚕歳階級別コーホー
ト変動数の推計値を求める．
③小地域の純増数と純減数への分解
⇩
以下，式の記述は省略するが，この各区の小地
域ごとの性・年齢⚕歳階級別コーホート変動数の
推計値を，基準年の各区の小地域ごとの性・年齢
⚕歳階級別人口に加えることで，2020 年の各区の
小地域ごとの性・年齢⚕歳階級別人口を求めるこ
とができる．また前稿で示したように各区の小地
域の性・年齢⚕歳階級別推計人口を使い，各小地
域の人口指標(年少人口割合，生産年齢人口割合，
老年人口割合，後期高齢者人口割合，女子 20-39
歳人口割合)などを再計算し，GIS に投影し地図
化することができる．
⚖)使用データとプログラム
ここでは現時点で入手可能な札幌市データとし
て，2010 年5) と 2015 年6) の国勢調査の小地域集計
と社人研地域人口推計(2013)3) を用いた．また
データの処理は，R(R Core Team 2017)7) による
プログラムを行い，計算結果の地図化には
ArcGIS10.5(ESRI Inc 2017)8) を用いた(これらの
処理は共同研究者の吉村が担当した)．
⚓．結果
⚑)性・年齢別コーホート変動数
札幌市の各区について，性・年齢別コーホート
変動数を求めれば，
①性・年齢別コーホート変動数＞0：転入超過
②性・年齢別コーホート変動数＝0：転入出均衡
(あるいはともに⚐)
③性・年齢別コーホート変動数＜0：転出超過
となり，各区の性・年齢別人口の純移動傾向を明
らかにできる．
そこで基準年となる 2010-2015 年について，国
勢調査間の性・年齢別コーホート変動数と社人研
地域人口推計(2013)の推計変動数の比較を行っ
た．まず札幌市の男子(図⚑)では，10～14 歳→
15～19 歳(図中 10～14→15～19 と表示，以下，同
様)の高校・大学などへの進学移動期の転入超過，
15～19 歳→20～24 歳の大学卒業後の就職移動期
の転出超過，60～64 歳→65～69 歳の退職期の移
動以降の死亡による減少が大きい．また実績値と
推計値の比較では両者は近似した傾向を示すが，
全体的に推計値が僅かに過少で，このため一部の
年齢で転出超過と転入超過の逆転がみられる．
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図 1 コーホート変動数(札幌市：男子)
同様の傾向は札幌市の女子(図⚒)でも確認でき
る．
図 2 コーホート変動数(札幌市：女子)
10 区の中で人口増加が最も大きい中央区の男
子(図⚓)では，転入超過傾向は 10～14 歳→15～
19 歳の高校・大学などへの進学移動期に留まら
ず，15～19 歳→20～24 歳の大学卒業後の就職移
動期以降も 45～49 歳→50～54 歳まで続くととも
に 60～64 歳→65～69 歳の退職期の移動以降の死
亡による減少が(転入の影響により)市全体と比較
して弱い．同様ことは中央区の女子(図⚔)にも当
てはまる．
10 区の中で人口減少が最も進んでいる南区の
男子(図⚕)では，10～14 歳→15～19 歳の高校・大
学などへの進学移動期の転入超過が極めて小さ
く，続く 15～19 歳→20～24 歳では転出超過とな
る点からも若い人口の流出が激しいことがわか
る．一方，20～24 歳→25～29 歳の大学卒業後の
就職移動期の転出超過が大きく，60～64 歳→65～
69 歳の退職期の移動以降の死亡による減少も大
きいなどの点は他の区と共通している．また中央
区が 60 歳ぐらいまで転入超過傾向が見られるの
に対し，南区では，20～24 歳→25～29 歳の大学卒
業後の就職移動期以降はほぼ全年齢で転出超過と
なっている．南区の女子(図⚖)についても男子と
ほぼ同様の傾向が確認できる．
図 5 コーホート変動数(南区：男子)
図 6 コーホート変動数(南区：女子)
⚒)小地域のコーホート変動数
GIS を用いて，基準年の前の期間である 2005-
2010 年の国勢調査間の小地域の性・年齢別コー
ホート変動数(図中凡例：2005-2010 年)，基準年
となる 2010-2015 年の国勢調査間の，小地域の
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図 3 コーホート変動数(中央区：男子)
図 4 コーホート変動数(中央区：女子)
性・年齢別コーホート変動数(図中凡例：2010-
2015 年)と，2015-2020 年の社人研地域人口推計
(2013)の推計変動数(図中凡例：2015-2020 年)を
作図し，その比較を行った．なお，ここでは，札
幌市の性・年齢別コーホート変動数が男女でほぼ
同じ傾向を示していることから，男女別ではなく
男女合計の値を用いた．また地図化にあたって
は，移動の特徴が顕著な⚓つの年齢期を取り上げ
た．
①進学期(凡例：15～19 歳)10～14 歳→15～19 歳
②就職期(凡例：20～24 歳)15～19 歳→20～24 歳
③高齢期(引退・死亡も含む，凡例：65 歳以上)
60～64 歳→65～69 歳，65～69 歳→70～74 歳，
70～74 歳→75～79 歳，75～79 歳→80～84 歳，
80～84 歳→85～89 歳，90 歳以上の合計値
①進学期
2005-2010 年の国勢調査間の進学期の変動数
(図⚗)と 2010-2015 年の国勢調査間の進学期の変
動数(図⚘)の分布は全体として近似しており，直
近のフェーズでは一部の地区で移動数の増加が観
察される．
また 2010-2015 年の国勢調査間の進学期の変動
数(図⚘)と 2015-2020 年の社人研地域人口推計
(2013)の推計変動数(図⚙)の分布も近似してお
り，ほとんど区別が付かないが，2015-2020 年の
推計値では赤い点で表示される(＋50 人以上)転
入超過が著しい小地域の数が，北海道大学に近い
北区や中央区などでやや減少することがわかる．
また，これらの図の周辺部に見られる，赤い表示
の地域は，いずれも大学などの教育機関に隣接す
る地域(6) であり，高校・大学進学時に北海道の他
の市町村から転入して来る 18 歳人口の動きが確
認できる．
②就職期
就職期の場合も 2005-2010 年(図 10)，2010-
2015 年(図 11)と 2015-2020 年(図 12)の分布は近
似しており，ほとんど区別が付かないが①の進学
期の図と比較すると，周辺部で赤い点で表示され
た転入超過地域(＋50 人以上)が，就職期では逆に
転出超過地域(－50 人以下)の青色の表示になっ
ており，高校・大学進学時に転入して来た 18 歳人
口が卒業時に転出して行くことが確認できる．
しかし，その一方，地下鉄の南北線と東西線に
沿って商業・オフィス・集合住宅が分布する中心
地域では，進学期同様，就職期も赤い点で表示さ
れる転入超過が著しい小地域(＋50 人以上)が目
立っており，これらの地域では大学卒業後の就職
移動期にさらに若い人口が転入して来るものと思
われる．
③高齢期
高齢期の場合も 2005-2010 年(図 13)，2010-
2015 年(図 14)と 2015-2020 年(図 15)と分布は近
似しているが，①進学期や②就職期と比較すると，
明らかに個々の小地域の変化が激しく，全体とし
ては減少地域と増加地域の明暗が分かれつつある
ことがわかる．
特に 2010-2015 年(図 14)と 2015-2020 年(図
15)では，南区の小地域(図の左側の広い地域)の
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図 8 進学期 2010-2015 年(国勢調査結果)
図 9 進学期 2015-2020 年(推計結果)
図 7 進学期 2005-2010 年(国勢調査結果)
転入超過が橙色(20-50 人)から赤(50-1000 人)に
アップしている．また，その右側の西区の小地域
も黃色(0.1-10 人)から橙色(20-50 人)へアップす
るなど，小地域により変動数の変化が観察される．
これらは，病院や介護施設など移動を反映してい
るものと思われる．
しかし，これらの例外的な増加地域を除けば，
高齢者は周辺部(手稲区，東区，南区など)の一戸
建て住宅地域で青色(－50 人以下)となっており
死亡や転居などにより減少している(図 14)．
もっとも 2015-2020 年(図 15)では，これらの地域
は薄青色(－20 から－50 人)や薄緑色(－19 から
－10 人)に変わり減少傾向が弱まる．また中央区
をはじめ，市の中心部でも薄緑色(－19 から－10
人)の小地域が増加し高齢者の減少や転出は止ま
りつつあるといえる．
⚔．考察と今後の課題
社人研地域人口推計では人口学的要因のみが扱
われる(7) が，本研究では，最終的に社会経済要因
や政策的要因も含めたシステム・ダイナミック・
モデルを開発し，そのシミュレーション結果を分
解し，GIS に投影することで，地方創生の人口ビ
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図 11 就職期 2010-2015 年(国勢調査結果)
図 12 就職期 2015-2020 年(推計結果)
図 13 高齢期 2005-2010 年(国勢調査結果)
図 14 高齢期 2010-2015 年(国勢調査結果)
図 15 高齢期 2015-2020 年(推計結果)
図 10 就職期 2005-2010 年(国勢調査結果)
ジョンや総合戦略，KPI などの計画目標や成果を
地理的に「見える化」することを目指している．
このため前稿(原 2017)では，2010 年国勢調査
データを用いて小地域の人口シェアをもとめ，社
人研地域推計人口(2013)結果を，2015 年から
2040 年まで⚕年ごとに小地域に分解し，人口指標
(年少人口割合，生産年齢人口割合，老年人口割合，
後期高齢者人口割合，女子 20-39 歳人口割合)を
計算し，その結果をGIS で地図化した．
しかし，基準年の小地域人口を用いるシェア・
トレンド法では，若年や高齢年齢層と，中間の年
齢層では，計算に用いる小地域人口シェアの年齢
階層を切換える必要があることがわかり，その対
応が課題となった．これは若年人口では進学・就
職で，高齢人口では死亡や入院・施設への移動な
どが発生することによる．
そこで本稿では，性・年齢階級別人口ではなく，
⚕年前の同年齢階層との変動数(コーホート変動
数)を分解・投影する方法を考えた．すなわち前
稿(原 2017)のシェア・トレンド法では，基準年次
の人口シェアの分布が一定または一定の傾向(ト
レンド)で変化すると仮定し推計したが，ここで
は小地域の人口ではなく，小地域のコーホート変
動数のシェアを求め，この分布が一定または一定
の傾向(トレンド)で変化すると仮定し，将来推計
値を割り戻す，コーホート変動数シェア・トレン
ド法を開発した．この手法では，コーホート変動
数を純増地域と純減地域に分けて小地域シェアを
一律に計算することができ，この値を⚕年前の
コーホート人口に加えるだけで，推計年の性・年
齢別人口を求めることができる．その結果，割り
戻しの際の誤差は人口移動部分に限定されること
になり，人口移動により焦点を絞った推計が可能
となった．
ただし，この手法では，社人研地域人口推計の
コーホート変動数を，基準年の純増分と純減分に
分解する必要があり，推計値と基準年の差分の⚒
分の⚑を基準年の純増分と純減分に加算するとい
う操作を行っている．このため推計値と基準値の
差分が，元の純増分や純減分より大きい場合には，
純増地域が純減に転じたり，純減地域が純増に転
じることもありうる．
つまり，この計算処理では，基準年の小地域の
コーホート変動数の分布は地理的に変化しない
(変動が起きる地域特性に変化はない)と仮定して
おり，区全体レベルで，基準年と推計年のコーホー
ト変動数の傾向が大きく変化した場合(たとえば
純増から純減，純減から純増)には，同様の変化が
小地域でも起きると想定している．
このような計算方法の妥当性については，改め
て過去の国勢調査データに遡り統計的な検証が必
要であり，他の地理的要因との関連なども含め，
詳細な分析を行うことで，より実態に則した割り
振り方法を開発することが課題となる．
また推計結果の妥当性について，前稿(原 2017)
の人口シェア・トレンド法による 2015 年の推計
結果と 2015 年の各小地域の実績人口との適合性，
同法と本稿のコーホート変動数シェア・トレンド
法による 2020 年の推計結果との比較などを行い，
精度や地理的分布のズレを精査する計画である．
ただし，この検証作業によっても推計値と実測
値が一致する保証はないが(そもそもフェーズ間
で状況は変化する)，実測値と推計値(あるいは推
計値同士)の一致と乖離を注意深く分析すること
で，どこまでがモデルで推計でき，どこからがで
きないかが明らかになると考えている．
このコーホート変動数シェア・トレンド法を使
い，基準年の前の期間である 2005-2010 年の国勢
調査間，基準年の 2010-2015 年の国勢調査間，
2015-2020 年の社人研地域人口推計に基づく小地
域の性・年齢別コーホート変動数を GIS で作図
し，その比較を行った．その結果，高校・大学な
どへの進学期，大学卒業後の就職移動期，退職以
降の高齢期という⚓つの時期について，移動と死
亡による増減傾向の地理的特性を明瞭に把握する
ことができた．
たとえば，進学期では，高校・大学などの教育
機関に隣接する小地域で，他地域からの転入超過
傾向が確認できた．また就職期では同じ地域で進
学期とは逆に転出超過傾向が，地下鉄沿線に沿っ
た商業・オフィス・集合住宅地域では転入超過傾
向が示された．さらに高齢期では周辺の一部地域
で，病院・介護施設との関連が推測される転入超
過傾向が見られる一方，手稲区，東区などの一戸
建て住宅地域では高齢者の減少傾向が，また中央
区など市の中心部では高齢者人口の下げ止まり傾
向が確認された．
これらのコーホート変動にかかわる小地域の地
理的特性の分布は，前期間の 2005-2010 年の国勢
調査間(実測値)，基準年の 2010-2015 年の国勢調
査間(実測値)を見る限り，地図上のエリアとして
は非常に安定的であるが，個々の小地域では，増
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減が一致しないケースもあることが確認できる．
また，今回のコーホート変動数シェア・トレン
ド法を用いた推計の問題点として，2015-2020 年
を越え，推計を先の期間へと投影した場合，基準
年次(こここでは 2010-2015 年)にコーホート変動
数が転入超過となっていた小地域と，転出超過と
なっていた小地域では，いずれもコーホートの変
動数が累積してしまい変化が誇張される危険性が
あることがわかった．転出超過の場合には元の人
口が⚐となった段階で変化は止まり，人口がマイ
ナスになることはないが，転入超過の場合には，
上限がないため際限なく増加する．
これは社人研地域人口推計も含め，投影法によ
る人口推計(population projection)に共通の問題
であり，受け皿となる地域の地理的制約条件が与
えられない限り避けられない問題である．
この点については，移動と死亡による増減傾向
の地理的特性が小地域の施設特性(教育関連施設，
地下鉄沿線，病院・介護施設，一戸建て住宅)に関
連する可能性が示唆されている．従って，今後の
課題として，これらの施設特性とコーホート変動
数との相関を求めることにより，コーホート変動
数の上限値や地理的変化を，ある程度，推計する
ことが期待できる．
このことはダイナミック・モデルのシミュレー
ション結果を GIS(地理情報システム)に分解・投
影する際に，市や区レベルのマクロな変化と地理
的分布の変化をつなぐ上で重要な成果をもたらす
ものと考えている．
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注
(1)本来，前稿(原 2017)の人口シェア・トレンド法に
よる 2015 年の推計結果と 2015 年の各小地域の実
績人口との適合性を検証すべきところであるが，
基盤研究(C)の最終年度となるため，可能な限り
研究を先に進める必要あり，その前にコーホート
変動数という，人口移動の地理的分布に着目した
新しい推計方法の検討を優先させた．推計の精度
の検証については，今回の改良案も含め，次の段
階で改めて行う計画である．
(2)高年齢では年齢階級別生残率は著しく低下する
が，その値がセンサス間で大きく変化することは
まずない．従って若年者のみではなく，高齢者に
ついてもコーホート変動数≒純移動数と考えて良
い．
(3)理論上は性・年齢別コーホート変動数＝0 のケー
スが想定されるが，実際にちょうど⚐人で均衡す
ることはまずなく①転入超過か③転出超過に割り
振ることができる．なお，ここで転入超過は，転
入数ではなく，転入と転出の差(純移動)がマイナ
スとなる純減であり，転出超過も同様の意味でプ
ラスとなる純増を意味する．
(4)0-4 歳については同年齢階級の変動数の差分を求
める．また 90 歳以上については 2010 年の 85-89
歳と 90 歳以上との差分を求める．
(5)社人研人口推計のコーホート変動数の計算におい
ても(4)の計算を行う．
(6)地図に交通網や地名など加えることも考えたが，
図が煩雑となり，小地域のコーホート変動数(移
動)の地理的分布の把握を妨げるため断念した．
個々の小地域の地理的特性を把握できるような作
図方法は今後の課題とする．
(7)基本的な仮定として，社会経済要因などの影響は
人口学的要因の変化に反映されていると考え，独
立した要因としては扱わない．また，独立した要
因としては扱うには，社会経済要因の将来予測が
必要となるが，人口学的要因に比べ変動幅(ボラ
ティリティ)が大きく，推計の信頼性が低下すると
いう問題も加わる．
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